保険料の手計算について
　７割軽減（８．５割軽減）対象者であって、所得割の発生している被保険者のうち、システムに仮賦課額がない者を対象として、市町村において期割処理をするまでの間に、以下の手計算を行う。
　対象者　　平成２０年４月２日以降に７５歳に到達した者、平成１９年１２月以降に県外から転入してきた者　等　
　　　　　　　（７月２８日以降に新システム導入後、を広域からリスト（CSVデータ）を提供）
　想定される件数　全県で２５０件　程度
　
　必要な事前準備　　対象となる被保険者の世帯の前々年（平成１８年）所得データをすぐに取得できるようにしておくこと、県外からの転出者の所得照会をすすめておくこと
· 変更前保険料での仮賦課保険料額の算定
（１）　資格取得時点における、世帯内の被保険者、世帯主の所得等を基に、標準システムの保険料仮計算ツールを利用し、年保険料額を計算。（別紙）
（２）　年保険料年額　÷　６　を行い、１００円未満を切捨てる。（一回当たり仮徴収額）　
（３）　（２）×３（　途中で資格の得喪があった場合：×　４月から９月までの加入月数÷６　）を行う。　（仮徴収保険料額）
（参考）
　特別徴収されていた場合の仮賦課額
（　年保険料額　　　　　　　　円　）÷６
≒　　　　　　　円（１００未満を切り捨てる）×３　
（資格の得喪があった場合、×　４から９月までの加入月数÷６か月　）　
＝　　　　　　　円　
· 変更後の保険料額（年額）　
　　　　　　　　　　円（年額）　（資格の得喪があった場合：×　加入月数　÷　１２）　　　標準システムにより計算　　
· 端数処理　　
変更後の保険料額（年額）　　　　　　　　　　円　と、変更前の保険料での仮徴収額　　　　　　　円との差額が５００円未満の場合、その差額を免除する処理を行い、市町村端末から入力する。
· 　　広域から提供するCSVファイルを利用し、変更前の仮保険料額（年額）を入力すると、端数処理までできるようなエクセルシートを作成できないか検討中。
· 広域への報告
　　　上記　CAVファイルに仮保険料額を打ち込んだものを広域に返納するとともに、免除対象者の保険料仮計算額を打ち出したものを後日、添付資料として広域に送付してもらうことを検討。　
